
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Tax Analysis 
 

環境保護税法実施条例の正式

施行——課税対象及び細部規
定の明確化 
 
2017年 12月 30日、国務院総理李克強は国務院令に署名し、「中華人民共和
国環境保護税法実施条例 」（以下、「条例」）を公布した。条例は「中華人
民共和国環境保護税法」と共に、2018年 1月 1日から施行される。 
 
環境の保護と改善、汚染物質の排出削減、生態文明建設の推進の背景下で、

環境保護税法の順調な施行を保証するため、今回公布された「条例」は意見

公募の上で、環境保護税法に関する細部規定を盛り込むことで、課税対象を

より一層明確化し、規定の適用可能性を高めた。 
 
キーポイント 
 
「条例」は重点的に環境保護税の課税対象、課税ベース、減免税措置、及び

税務当局と環境保護機関との間の情報交換について細部規定を盛り込むこと

で、「費改税」（費用徴収制度を税制に変革する）改革における不確実性を

減らし、環境保護税法の順調な施行を保証する。 
 
課税ベース 
 
その他の固形廃棄物 
 
環境保護税法の規定により、環境保護税の課税対象は大気汚染物質、水汚染

物質、固形廃棄物、騒音に分けられる。 
 
「条例」の規定により、上述の課税汚染物質の中で、課税項目「固形廃棄

物」の中の「その他の固形廃棄物」の具体的な範囲は、省・自治区・直轄市

の人民政府が同レベル人民代表大会常務委員会に報告の上で決定し、全国人

民代表大会常務委員会と国務院に届出をする。 
 
都市・農村汚水集中処理場 
 
環境保護税法の規定により、法に基づき設立した都市・農村汚水集中処理場

が排出する課税汚染物質が国と地方の定めた排出基準を超えない場合、環境

保護税を暫定的に免除する。 
 
「条例」の規定により、上述に言う都市・農村汚水集中処理場とは、社会・
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大衆に生活汚水処理サービスを提供する場所を指す。これには、工業園区、

開発区などの工業集約区域内の企業・事業単位とその他の生産経営者に汚水

処理サービスを提供する場所、及び企業・事業単位とその他の生産経営者が

自ら建設し、自ら使用する汚水処理場は含まれない。 
 
家畜・家禽飼育場 
 
環境保護税法の規定により、農業生産で課税汚染物質を排出する場合、環境

保護税を暫定的に免除する。ただし、大規模畜産養殖は対象外である。 
 
「条例」の規定により、「省レベル人民政府の定めた規模の基準に達し、か

つ汚染物質の排出口を設ける」家畜・家禽飼育場は、法に従い環境保護税を

納付しなければならない。家畜・家禽飼育場が廃棄物について、法に従い総

合利用や無害化処理を行う場合、直接環境へ汚染物質を排出しているとみな

さず、環境保護税を徴収しない。 
 
課税ベース 
 
固形廃棄物 
 
環境保護税法の規定により、課税固定廃棄物の課税ベースは、その排出量に

基づき確定される。 
 
「条例」の規定により、固形廃棄物の排出量は、当期における課税固形廃棄

物の産出量から当期における固形廃棄物の貯蔵量、処理量、総合利用量を控

除した残量とする。罰則として、課税固形廃棄物の不法投棄、或いは虚偽の

納税申告を行った納税者は、当期における課税固形廃棄物の産出量を固形廃

棄物の排出量とする。 
 
大気汚染物質、水汚染物質 
 
環境保護税法の規定により、大気汚染物質、水質汚染物質の課税ベースは、

汚染物質の排出量に相当する汚染当量数に基づき確定される。 
 
「条例」において罰則が設けられており、納税者が以下に掲げる状況の一つ

に該当する場合、当期における課税大気汚染物質、水質汚染物質の産出量を

汚染物質の排出量とする。 
 
• 法によって定められた汚染物質自動監視測定設備の取り付けと使用を行

っていない場合、又は汚染物質自動監視測定設備と所轄環境保護機関の

モニタリング設備とのネット接続を行っていない場合。 
• 汚染物質自動監視測定設備を毀損するか、無断で移動、改造した場合。 
• 汚染物質監視測定データを改ざん、偽造した場合。 
• 暗渠、吸水坑、灌注、希釈、及び汚染防止設備の不正運転などにより課

税汚染物質を違法に排出した場合。 
• 虚偽の納税申告を行った場合。 
 
減免税措置 
 
大気汚染物質、水汚染物質の濃度値 
 
環境保護税法の規定により、納税者の排出する課税大気汚染物質と課税水汚

染物質の濃度値が、国と地方によって定められた汚染排出基準より 30%以上
低い場合、環境保護税納付税額を 75%に減じて徴収し、50%以上低い場合、
環境保護税納付税額を 50%に減じて徴収する。 
 
「条例」の規定により、上述に言う濃度値とは、納税者が取り付け使用する

汚染物質自動監視測定設備を以て、当月において監視測定された課税大気/水
汚染物質濃度値の時間/日あたり平均値から求められた平均値、又は監視測定
機関が当月において監視測定した課税大気・水汚染物質の濃度値の平均値を

指す。 
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上述の規定により環境保護税減額徴収政策の適用を受けるためには、納税者の排出する課税大気/水汚染物質の濃度値
の時間/日あたり平均値、及び監視測定機関が当月において監視測定した課税大気・水汚染物質の濃度値の平均値は、
いずれも国と地方が定めた汚染物質排出基準を超えてはならない。 
 
徴収管理 
 
「条例」において、税務当局と環境保護機関の間の情報交換について、下記の細部規定が盛り込まれている。 
 

環境保護機関から税務当局への情報転送 
 

税務当局から環境保護機関への情報転送 
 

（1）汚染物質を排出している企業・組織単位の名称、
社会統一信用コード、及び汚染物質排出口、排出して

いる汚染物質の種類などの基本情報。 
（2）汚染物質を排出している企業・組織単位の汚染物
質排出データ（汚染物質排出量及び大気汚染物質、水

質汚染物質の濃度値などのデータを含む）。 
（3）汚染物質を排出している企業・組織単位による環
境保護関係の違法行為、及び行政処分の執行状況。 
（4）納税者による納税申告のデータ・書類に異常が見
られる場合、或いは納税者が規定通りに納税申告を行

っていない場合、税務当局より依頼された審査の結果

である審査意見 
（5）税務当局との協議により、提供を約定したその他
の情報。 

（1）納税者の基本情報 
（2）納税申告情報 
（3）税金の入庫、税額減免、未納税額、及びリスク、
疑問点などの情報 
（4）納税者による租税関係の違法行為及び行政処分の
執行状況 
（5）納税者による納税申告のデータ・書類に異常が見
られる場合、或いは納税者が規定通りに納税申告を行

っていない場合の関連情報 
（6）環境保護機構との協議により、提供を約定したそ
の他の情報。 

 
 
コメント 
 
「条例」は、環境保護税法を施行するための細部規定を明確化することで、環境保護税法の順調な施行を保証し、企業

が汚染物質排出の規範化を行うためのガイダンスを提供するものである。 
 
2018年 1月 1日における環境保護税の導入に伴い、関連の徴収管理業務が順次展開されており、国家税務総局から環
境保護税の納税申告表テンプレートが公布された。環境保護税は原則として月ごとに計算し、四半期ごとに納付するた

め、環境保護税を定期的に納付する納税者にとって、初回の申告と税額納付は 4月初頭に行うことになる。関連の納税
者は残り時間をフル活用して関連の税収政策を把握し、積極的に準備作業を行うことで、環境保護税の初回申告を期限

通り、且つ正確に行うことを保証する必要がある。また、環境保護税法の施行開始に伴い、環境保護機関と税務当局が

徴収管理の面でどのように連携するかは納税者にとって注目が必要であり、関連の納税者は、税務当局或いは専門機構

と密接なコミュニケーションを保ちつつ、法規と実務の動向に留意する必要がある。 
 
長期的に見て、環境保護税の税負担を減らすには、汚染物質の排出削減が要となる。従って、環境保全技術の革新と資

源利用能力の向上を通じて課税汚染物質の排出を削減すると共に、環境保護税法における減免税措置の適用を受ける機

会を積極的に模索するように、各企業に推奨する。 
 
環境保護税に関する問題点は、後続の法規の公布により明確化されることが期待される。 
 
 
引き続き、デロイトの間接税サービスチームは環境保護税に関する最新の政策動向と施行状況に注目し、最新の情報と

デロイトの考察を適時にシェアさせていただきます。 
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